社会福祉施設等における

非常災害対策計画の策定の手引
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１　対象となる社会福祉施設等　
　この手引の対象となる施設は，下表の施設です。
　県所管の施設については，この手引は参考としていただき，県からの指導等に従ってください。
	１
	介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
	県指定

	２
	介護老人保健施設
	

	３
	介護療養型医療施設
	

	４
	養護老人ホーム
	

	５
	軽費老人ホーム
	

	６
	有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けているものを含む。）
	

	７
	特定施設入居者生活介護
	

	８
	通所介護
	

	９
	通所リハビリテーション
	

	10
	短期入所生活介護
	

	11
	短期入所療養介護
	

	12
	地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
	市町村指定

	13
	地域密着型特定施設入居者生活介護
	

	14
	地域密着型通所介護
	

	15
	認知症対応型通所介護
	

	16
	小規模多機能型居宅介護
	

	17
	認知症対応型共同生活介護
	

	18
	看護小規模多機能型居宅介護
	


２　非常災害対策計画の策定に当たっての留意点　
（１）非常災害対策計画とは

　　　非常災害対策計画は，災害発生時における職員の役割分担や基本行動等について，あらかじめ定めておくものです。
実際に災害が発生した場合に必要な対応が迅速かつ円滑にとれるよう，職員がその内容を十分に理解していなければなりません。
　　　なお，福祉避難所の指定を受けている施設については，福祉避難所として果たす役割にも留意してください。
（２）想定する災害

　　　災害には，風水害，土砂災害，地震，火山噴火等の自然災害や，火災，ガス爆発等の人為災害など様々なものがあります。
非常災害対策計画は，施設が立地する地域の環境等を踏まえ，様々な災害を想定した上で，これらの対策について定めてください。
　　　なお，必ずしも災害ごとに別の計画として策定する必要はありません。
（３）計画の目的
　　　非常災害対策計画を策定する目的は，第一に人命を守ることにあります。
計画の策定に当たっては，人命を守ることを最優先とした職員の適切な行動に役立つものとなるようにしてください。

（４）内容の簡潔化，明確化

　　　非常災害対策計画は，計画の目的や行動の方針を明確にし，簡潔，明瞭な文章としてください。

　　　緊急時に使用することから，箇条書きにする，図表を用いる等の工夫をし，シンプルかつ具体的なものとしてください。

（５）意見の集約

　　　非常災害対策計画を実効性の高いものとするためには，様々な視点から災害に対する対策を立てる必要があります。
このため，計画の策定に当たっては，多くの職種，部門の職員から意見を聴取するようにしてください。

（６）利用者の心身等の状況の把握

　　　施設においては，利用者のＡＤＬや認知症の程度，障害種別や障害特性等に応じた支援に必要な配慮や心身の状況等を把握するとともに，その状況に合わせた適切な情報の伝達方法や避難方法等を定めてください。
（７）避難訓練の実施と計画の不断の見直し

　　　非常災害対策計画は，災害時に実際に機能することが重要です。
避難訓練の結果や他の地域での災害時の状況を踏まえて，常に点検や見直しを行い，最適なものとしてください。
（８）地域の関係者との連携・協力
　　　非常災害対策計画の策定に際しては，地域の関係者と課題や対応策を共有しておくようにしてください。

　　　特に，介護保険の地域密着型サービスについては，運営推進会議等において関係者と意見交換等を行い，課題や対応策を共有してください。
３　非常災害対策計画に最低限盛り込む項目　
（１）施設の立地条件

　市町村が作成しているハザードマップや地域防災計画等を確認し，施設の立地場所の地盤や地形，河川との距離等の立地条件を記載してください。
　また，関係機関のホームページ等を確認し，施設の立地場所が次のような災害危険区域等に該当しているかどうかを記載してください。
該当している場合には，予測される災害の危険性を記載してください。

　・浸水想定区域

　　※　平成２５年７月に施行された改正水防法により，浸水想定区域内にある社会福祉施設は，洪水時における避難確保計画の作成，避難訓練の実施，自衛水防組織の設置が努力義務化されています。

　・土砂災害警戒区域，土砂災害特別警戒区域
　
　　　※　県管理河川の洪水浸水想定区域

鹿児島県河川砂防情報システム
http://www3.doboku-bousai.pref.kagoshima.jp
《メニュー》　雨量・水位情報，洪水予報，ダム情報，土砂災害警戒情報システム，用語集

※　土砂災害警戒区域等

鹿児島県土砂災害警戒区域等マップ

http://sabomap.pref.kagoshima.jp/kagoshima
※　鹿児島県山地災害危険地区位置情報

県内の山地災害危険地（山腹崩壊危険地，崩壊土砂流出危険地，地すべり危険地）の位置情報

http://sanchimap.pref.kagoshima.jp
　　　※　市町村ホームページ（防災関係サイト）

　　　　　洪水ハザードマップ，土砂災害ハザードマップ，火山防災マップ

※　国土交通省ハザードマップポータルサイト

　　　　　http://disaportal.gsi.go.jp/index.html
（２）災害に関する情報の入手方法

　　ア　市町村から発令される避難情報の入手方法
　　　　市町村から発令される避難情報には，「避難準備・高齢者等避難開始」，「避難勧告」，「避難指示（緊急）」の３つがあります。
　　　　市町村がこれらの避難情報を住民に伝達する主な手段は次のとおりです。
　　　①　テレビ，ラジオ放送
　　　②　市町村防災行政無線（同報系）（屋外拡声器，戸別受信機）

　　　③　ＩＰ告知システム

　　　④　緊急速報メール
　　　⑤　ツイッター等のＳＮＳ
　　　⑥　広報車，消防団による広報

　　　⑦　電話，ＦＡＸ，登録制メール
　　　⑧　消防団，警察，自主防災組織，近隣住民等による直接的な声掛け
施設は，避難情報の入手方法について，停電等の場合も含め，あらかじめ市町村に確認し，非常災害対策計画に記載してください。

なお，停電時における通信手段の確保のため，水害や土砂災害の影響を受けない位置に非常用電源を備えておくことを推奨します。

これらの避難情報が発令された際に取るべき避難行動は次のとおりです。
	避難情報の種類
	対　　　応

	基本事項
避難準備・高齢者等避難開始


	・夜間に大雨が予想される場合は，暗くなる前に避難する。
・（災害時）要配慮者は，立ち退き避難する。

・立ち退き避難の準備を整えるとともに，以後の防災気象情報，水位情報等に注意を払い，心配な場合は，自発的に指定緊急避難場所への避難を開始することが望ましい（避難準備・高齢者等避難開始の段階から主要な指定緊急避難場所が開設され始める）。
・特に，突発性が高く予測が困難な土砂災害の危険性がある区域や急激な水位上昇のおそれがある河川沿いでは，避難準備が整い次第，当該災害に対応した開設済みの指定緊急避難場所へ立ち退き避難することが強く望まれる。

	避難勧告
	・予想される災害に対応した指定緊急避難場所へ立ち退き避難する（ただし，土砂災害や水位周知河川，小河川・下水道等（避難勧告発　令の対象とした場合）による浸水については，突発性が高く精確な事前予測が困難であるため，指定緊急避難場所の開設を終える前に，避難勧告が発令される場合があることに留意が必要である）。
・小河川・下水道等（避難勧告発令の対象とした場合）による浸水については，危険な区域が地下空間や局所的に低い土地に限定されるため，地下空間にいる場合は安全な区域に速やかに移動する。
・指定緊急避難場所への立ち退き避難はかえって命に危険を及ぼしかねないと自ら判断する場合には，「緊急的な待避場所」（近隣のより安全な場所，より安全な建物等）への避難や，少しでも命が助かる可能性が高い避難行動として，「屋内での安全確保措置」（屋内のより安全な場所への移動）をとる。

	避難指示（緊急）
	・避難の準備や判断の遅れ等により，立ち退き避難を躊躇していた場合は，直ちに立ち退き避難する。
・指定緊急避難場所への立ち退き避難はかえって命に危険を及ぼし　かねないと自ら判断する場合には，近隣のより安全な建物等への避難や，少しでも命が助かる可能性の高い避難行動として，屋内でもより安全な場所へ移動する安全確保措置をとる。


　　　※　二重下線は，社会福祉施設等が特に留意すべき部分です。
イ　災害に関する情報の入手方法
　　　　気象庁，県及び国土交通省河川管理事務所等から，土砂災害警戒情報，指定河川洪水予報，指定河川水位到達情報，記録的短時間大雨情報などの災害に関する情報が発表されます。
これらの情報の入手方法について，停電等の場合も含め確認し，非常災害対策計画に記載してください。
　　【参考】メール，ホームページ，テレビ等を通じて入手できる防災情報

　　　□　鹿児島県防災Web（鹿児島県HP）
　　　　　http://bosai.pref.kagoshima.jp/pub_web/portal-top
　　　　　災害緊急情報，防災トピックスなどを掲載しています。
□　鹿児島県河川砂防情報システム

　　http://www3.doboku-bousai.pref.kagoshima.jp
    県が管理する河川の水位や雨量等の情報を掲載しています。

□　九州防災ポータルサイト
　　http://www.qsr.mlit.go.jp/bousai_jouhou/kyushubousai
　　九州の防災に関する各種情報へのリンク集
□　国土交通省「川の防災情報」

　　http://www.river.go.jp/

　　全国の雨量や水位等の情報を掲載しています。
　　　□　気象庁ホームページ

　　　　　http://www.jma.go.jp
警報・注意報，台風情報，解析雨量，高解像度降雨ナウキャスト，地震，火山など，気象庁が発表している防災気象情報を掲載しています。
　　　□　国土交通省防災情報提供センター

　　　　　http://www.mlit.go.jp/saigai/bosaijoho/
　　　　　警報・注意報，気象情報，河川情報，XRAIN（リアルタイムレーダ雨量）等
を掲載しています。
　　　□　鹿児島県道路通行規制情報
　　　　　https://www2.pref.kagoshima.jp/dourokisei
　　　　　県内の国道，県道の規制情報を掲載しています。
　　　□　JARTIC　日本道路交通情報センター
　　　　　http://www.jartic.or.jp/
　　　　　広域的な道路情報を掲載しています。
　　　□　テレビ（ＣＡＴＶデータ放送を含む）
　　　　　ニュースや天気予報番組だけでなく，データ放送では，気象情報や防災情報について常時放送しています。
（３）災害時の連絡先と通信手段の確認
災害発生時には，職員間及び外部との連絡が重要となります。

　　　特に，入所施設については，勤務時間外に災害が発生した場合，速やかに職員を招集しなければなりません。
職員間の連絡や職員の招集が速やかに行えるよう，夜間等職員が少ない時間に対応できる連絡体制を整備してください。

　　　また，電話，メール等の通常の連絡手段が通じない場合に備えて，災害用伝言ダイヤル（１７１）や携帯電話の「災害用伝言板」の利用など，緊急時の連絡方法を事前に定めておいてください。
　　ア　職員間や関係者との連絡体制の整備

　　　　災害に備えて，職員間の緊急連絡網や緊急連絡先一覧を作成し，各職員が携帯するほか，個人情報の管理に留意し同時に被災しないと考えられる数箇所に保管してください。

　　　　また，県や市町村の防災担当課，施設担当課と連絡が取れるよう，関係防災情報一覧表を作成し，関係機関との連絡体制を整備し，速やかに連絡が取れるよう，施設内の分かりやすい場所への掲示を検討してください。
　　　【関係機関等の例】
消防署，警察署，市町村・県担当課，ライフライン，自治会，自主防災組織，協力医療機関，嘱託医，協力福祉施設，給食業者，設備の管理委託業者等

　　イ　利用者の家族との連絡体制の確立

　　　　利用者の家族との連絡体制を確立するとともに，利用者の引き取り等の方法をあらかじめ家族との間で協議し，引き取り等に関する情報を台帳として整備してください。

（４）避難を開始する時期と判断基準
　　　市町村から発令された避難情報等を基に，施設の利用者の避難を開始する時期及び判断基準を記載してください。

　　　社会福祉施設等では，自力避難が困難な方も多く利用されており，避難に時間を要することから，「避難準備・高齢者等避難開始」が発令されたら，避難を開始してください。

　　　「避難準備・高齢者等避難開始」等が発令されていなくても，突発的な災害の場合，市町村長からの避難勧告等が間に合わないこともあるため，身の危険を感じる場合は避難を開始してください。

　　　避難行動の原則については，内閣府（防災担当）作成の「避難勧告等に関するガイドライン（平成２９年１月）」を参照してください。
　　（http://www.bousai.go.jp/oukyu/hinankankoku/index.html）

（５）避難場所

　災害の種類や規模，災害時の状況に応じ，建物内の構造や収容人数，立地条件等についても考慮した上で，あらかじめ避難場所を複数選定してください。
　避難場所等の選定に当たっては，市町村が指定した避難場所を確認してください。
　災害時の避難場所については，利用者の家族等にも周知してください。
　土砂災害や浸水害の危険のある場合で，あらかじめ決めておいた避難場所への移動が危険と判断されるような場合は，近隣のより安全な場所や建物へ移動したり，それさえ危険な場合には，緊急に２階以上の少しでも安全な場所へ退避（垂直避難）するなど，災害が切迫した状況での避難場所も盛り込んでください。
　このほか，送迎時や施設の外での活動時に被災した際の避難場所等についても検討し，記述してください。
（６）避難経路

　　　火災，道路の破損，河川の氾濫，橋の崩落や地震で倒壊してくる可能性がある家屋やブロック塀なども把握し，不測の事態に備え，所定の避難場所までの複数の避難経路を設定してください。

　避難場所までの徒歩・車両による所要時間・距離等を把握し，記述してください。

　避難誘導を安全に行えるように，避難経路上の危険箇所（土砂災害）についても把握し，記述してください。

　迅速な避難誘導を可能とするため，避難場所までの避難経路図や建物内の避難経路図を作成し，職員や利用者に周知徹底を図ってください。
建物内の避難経路図には，消火器などの設備も記載してください。
　このほか，送迎時や施設の外での活動時に被災した際の避難経路についても検討し，記述してください。
（７）避難方法

　　　利用者の状態ごとに，ゼッケン等で色分けをし，それぞれの避難方法（自動車・徒歩・車椅子・ストレッチャー等）を定めてください。
　　　　徒歩での避難が困難な利用者及び人数を把握し，車両を確保する必要があります。
この場合，施設車両，職員車両のほか，近隣地域住民や消防等の応援を得られるようにしておくことも良いでしょう。
（８）災害時の人員体制，指揮系統

　　ア　災害時の参集方法

　　　　災害時の職員参集基準を定めるとともに，個々の職員について参集方法，参集に要する時間等を把握してください。
　　　　電話やメールによる参集連絡文案を定め，定型文にして連絡の迅速化を図ってください。

　　　※連絡文案の例

	例１
	○○です。

今△△にいます。

あと▽▽分で到着します。
	例２
	○○です。

■■のため参集できません。

××にて待機します。


　　　　非常時には，参集できる・できないにかかわらず，必ず連絡することをルール化してください。
　　　　入所施設では，夜間の職員の配置が少なくなるため，勤務していない職員の参集を徹底するとともに，自治会や地元の自主防災組織，近隣のボランティアの協力等についても具体的に検討，調整し，盛り込むようしてください。
　　イ　役割分担

　　　　災害時には迅速な対応が必要であることから，施設の規模や形態，利用者の心身の状況に応じた職員の役割分担を事前に定めておくことが重要です。

　　　　また，災害発生時における班別，職員別の役割分担を明確にし，可能な限り具体的な任務内容を定め，職員に周知してください。
　　　　災害の発生は時間帯を選ばないため，職員が少ない時間帯に災害が発生する場合を考え，職員一人当たりの負担も増えることから，十分に役割分担や担当内容を検討し，体制を整備してください。

　　ウ　命令，指揮系統の整備

　　　　命令は，総括責任者を定めて，命令権限を一元化するとともに，命令を受ける班単位のリーダーも定めるなど，指揮系統を整備してください。

　　　　総括責任者や班単位のリーダーが不在の時に災害が発生することもあるため，その代行者（第２，第３候補も含めて）を定め，指揮系統に支障が生じないよう体制を整備してください。
　　エ　避難に必要な職員数

　　　　利用者の数や心身の状況，想定される避難方法（自動車，徒歩，車椅子，ストレッチャー等）を踏まえ，利用者の円滑な避難誘導のために必要な職員数を定めてください。
　　　　なお，停電でエレベーターや照明が使用できない場合も想定して，必要な職員数を割り出してください。
（９）関係機関との連携体制

　　　日頃から市町村や消防機関，近隣の病院，診療所，社会福祉施設等と連携体制を構築し，災害発生時の支援協力が得られるようしておくことが必要です。

　　　特に，入所施設においては，災害発生時に職員だけで速やかに避難誘導することが困難であることを理解してもらうことが重要です。

　　　利用者の安全で確実な避難のために必要な連携体制の構築には，次のような取組が有効です。

・　地域の防災訓練や行事への参加
・　近隣のボランティア，自主防災組織，町内会等との意見交換，協力依頼
　　・　地域の避難計画や消防計画への施設を組み入れ依頼
　　・　近隣の企業や学校との意見交換，協力依頼
　　・　災害により施設が使用不能となった場合の他施設との受入協定の締結等
（10）食料，防災資機材等の備蓄

　　　災害発生後には，外部からの救援活動が即座に実施されるとは限らず，施設が自力で生活しなければならない期間が生じる場合や必要な物品等が購入できない状態となることが想定されます。

　　　また，停電，断水等の場合も想定して，利用者の特性に考慮した水，食料，防災資機材等をリストアップし，非常災害対策計画に記載するとともに，最低３日間（推奨７日間）は施設において生活が維持できるように備蓄してください。
４　非常災害対策計画の策定チェックシート　
　　施設の非常災害対策計画が水害や土砂災害を含む内容となっているか，計画に盛り込む項目は十分かなどについて，次により点検してください。

　水害や土砂災害を含む非常災害対策計画が策定されていない場合や策定されているが項目等が不十分である場合には，速やかに改善するようにしてください。
　また，避難訓練についても，水害や土砂災害を含む避難訓練を実施しているか点検し，実施していない場合は，速やかに実施（してください。

	施設名
	
	施設種別
	
	市町村名
	


	
	点検項目
	点検結果
	改善時期

	
	
	はい
	いいえ
	

	１
	水害・土砂災害を含む非常災害対策計画が策定されているか。
	
	
	

	２
	非常災害対策計画に次の項目を盛り込んでいるか。
	
	
	

	(1)
	
	施設の立地条件
	
	
	

	(2)
	
	災害に関する情報の入手方法
	
	
	

	(3)
	
	災害時の連絡先及び通信手段の確認
	
	
	

	(4)
	
	避難を開始する時期，判断基準
	
	
	

	(5)
	
	避難場所
	
	
	

	(6)
	
	避難経路
	
	
	

	(7)
	
	避難方法
	
	
	

	(8)
	
	災害時の人員体制，指揮系統
	
	
	

	(9)
	
	関係機関との連携体制
	
	
	


- 2 -

